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日本中央税理士法人・(株)日本中央研修会

代表取締役 税理士 見田村元宣

☎０３－３５３９－３０４７

～改正通達、FAQを網羅的に解説～
多くの税理士が誤解している？保険税務

1

今回のセミナーで

ご理解頂きたいこと

2



2

• 9－3－4 （養老保険に係る保険料）

• 9－3－5（定期保険及び第三分野保険に係る保
険料）

• 9－3－5の2 （定期保険等の保険料に相当多額
の前払部分の保険料が含まれる場合の取扱い）

• 9－3－6（定期付養老保険等に係る保険料）

• 9－3－6の2（特約に係る保険料）

• 9－3－7（保険契約の転換をした場合）

• 9－3－7の2（払済保険へ変更した場合）

• （経過的取扱い…改正通達の適用時期）
3

今回の改正通達

4

今回の改正の本丸

最高解約返戻率
５０％以下

↓
９－３－５

（定期保険及び
第三分野保険に
係る保険料）

保険期間３年以上
最高解約返戻率
５０％超

↓
９－３－５の２
（定期保険等の

保険料に相当多額
の前払部分の保険
料が含まれる場合
の取扱い）
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5

改正通達はいつから適用？

※これらの日前の契約に係る定期保険又は第三分野保険の保険料：改正前の取扱い

定期保険・第三分野保険

令和元年７月８日以後の契約～

➀解約返戻金なし
➁短期払い
➂１人、年３０万円以下

令和元年１０月８日以後の契約～

6

対象になる定期保険等と保険料

対象になる定期保険等 対象になる保険料

９－３－５
～

９－３－７の２

９－３－５
９－３－５の２

特約が付されているもの
を含む。

特約に係る保険料を
含まない。

参照：法人税基本通達９－３－５（）書き
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• 法人が、自己を契約者とし、役員又は使用人（これらの者
の親族を含む。）を被保険者とする定期保険（一定期間内
における被保険者の死亡を保険事故とする生命保険をい
い、特約が付されているものを含む。以下９－３－７の２ま
でにおいて同じ。）又は第三分野保険（保険業法第３条第４
項第２号((免許))に掲げる保険（これに類するものを含

む。）をいい、特約が付されているものを含む。以下９－３
－７の２までにおいて同じ。）に加入してその保険料を支
払った場合には、その支払った保険料の額（特約に係る保
険料の額を除く。以下９－３－５の２までにおいて同じ。）に
ついては、９－３－５の２((定期保険等の保険料に相当多
額の前払部分の保険料が含まれる場合の取扱い))の適用

を受けるものを除き、次に掲げる場合の区分に応じ、それ
ぞれ次により取り扱うものとする。

7

９－３－５ （定期保険及び
第三分野保険に係る保険料）

8

９－３－５
（定期保険及び第三分野保険に係る保険料）

• (注)１ 保険期間開始日から被保険者の年齢が116歳に達する日までを計算上の保険期間とする。

• ※１ ごく少額の払戻金がある場合を含む。

• ※２ １人の被保険者が２以上の上記保険に加入している場合：それぞれについて支払った保険料の額
の合計額。

受取人 支払った保険料の取扱い (注)２

保険金又は給付金の受取
人が法人

保険期間が終身の
第三分野

原則として、期間
(注)１の経過に応じ

て損金の額に算入。
(注)２

➀保険期間の全期間にお
いて解約返戻金相当額の
ない※１、
➁短期払限定

➂その事業年度に支払っ
た１人の被保険者に係る
保険料の額が30万円以下
※２

その支払日の属する事業
年度の損金の額に算入で
きる。

・保険期間が有期の
第三分野
・定期保険

原則として、期間の
経過に応じて損金
の額に算入。(注)２

保険金又は給付金の受取
人が被保険者又はその遺
族

保険期間が終身の
第三分野

原則として、期間
(注)１の経過に応じ

て損金の額に算入。
(注)２

・保険期間が有期の
第三分野
・定期保険

原則として、期間の
経過に応じて損金
の額に算入。(注)２

役員又は部課長その他特定の使用人（これ
らの者の親族を含む）のみを被保険者とし
ている場合：保険料の額はその役員又は使
用人に対する給与
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支払い方法 その事業年度の損金算入額

全期払い 払込った保険料の額

短期払い 保険料総額÷保険期間

9

期間の経過に応じて損金算入とは？

契約時年齢：６６歳、保険種類：第三分野、保険期間：終身、払込期間：１０年間
年払保険料：５０万円
（５０万円×１０年間）÷（１１６歳－６６歳）＝１０万円

保険年度 支払保険料 損金算入額 資産計上額 資産計上累積額

１ ５０万円 １０万円 ４０万円 ４０万円

２ 〃 〃 〃 ８０万円

１０ 〃 〃 〃 ４００万円

１１ ０円 〃 ０円 ３９０万円

１２ 〃 〃 〃 ３８０万円

５０（１１６歳） 〃 〃 〃 ０円

• 保険期間：３年以上（定期保険、第三分野）
• 最高解約返戻率：５０％超

• 最高解約返戻率が７０％以下で、かつ、年換
算保険料相当額（１人の被保険者につき２以
上の定期保険等に加入している場合にはそ
れぞれの年換算保険料相当額の合計額）が
30 万円以下の保険に係る保険料：９－３－５
による。

• 年換算保険料相当額：保険料総額÷保険期
間の年数

10

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）
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11

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）

７０％以下、かつ、
年換算保険料相当額３０万円以下

→ ９－３－５

９－３－５の２
・３年以上
・５０％超

• 法人が、自己を契約者とし、役員又は使用人（これらの
者の親族を含む。）を被保険者とする保険期間が３年以
上の定期保険又は第三分野保険（以下９－３－５の２に
おいて「定期保険等」という。）で最高解約返戻率が50％

を超えるものに加入して、その保険料を支払った場合に
は、当期分支払保険料の額については、次表に定める
区分に応じ、それぞれ次により取り扱うものとする。

• ただし、これらの保険のうち、最高解約返戻率が70％以

下で、かつ、年換算保険料相当額（一の被保険者につき
２以上の定期保険等に加入している場合にはそれぞれ
の年換算保険料相当額の合計額）が30万円以下の保険

に係る保険料を支払った場合については、９－３－５の
例によるものとする。

12

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）
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対象になる保険料

通達番号 対象になる保険料

９－３－５ その支払った保険料の額

９－３－５の２ 当期分支払保険料の額

９－３－５の２ 年換算保険料相当額

14

９－３－５
（定期保険及び第三分野保険に係る保険料）

• (注)１ 保険期間開始日から被保険者の年齢が116歳に達する日までを計算上の保険期間とする。

• ※１ ごく少額の払戻金がある場合を含む。

• ※２ １人の被保険者が２以上の上記保険に加入している場合：それぞれについて支払った保険料の額
の合計額。

受取人 支払った保険料の取扱い (注)２

保険金又は給付金の受取
人が法人

保険期間が終身の
第三分野

原則として、期間
(注)１の経過に応じ

て損金の額に算入。
(注)２

➀保険期間の全期間にお
いて解約返戻金相当額の
ない※１、
➁短期払限定

➂その事業年度に支払っ
た１人の被保険者に係る
保険料の額が30万円以下
※２

その支払日の属する事業
年度の損金の額に算入で
きる。

・保険期間が有期の
第三分野
・定期保険

原則として、期間の
経過に応じて損金
の額に算入。(注)２

保険金又は給付金の受取
人が被保険者又はその遺
族

保険期間が終身の
第三分野

原則として、期間
(注)１の経過に応じ

て損金の額に算入。
(注)２

・保険期間が有期の
第三分野
・定期保険

原則として、期間の
経過に応じて損金
の額に算入。(注)２

役員又は部課長その他特定の使用人（これ
らの者の親族を含む）のみを被保険者とし
ている場合：保険料の額はその役員又は使
用人に対する給与

紫枠の属性となるもの（その１）

９－３－５の２
保険期間3年以上
50％超70％以下
年換算保険料相当額30万円以下

紫枠の属性となるもの（その２）

９－３－５
50％以下
30万円の上限なし
全期払い＝支払の都度、損金
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• 特約を付した養老保険、定期保険、第三分野保険又は定期
付養老保険等

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ１８
15

特約に係る保険料を支払った場合の取扱い

特約の内容 特約保険料の取扱い

保険給付がある特約に係る
保険料

主契約に係る保険料とは区
別して、法基通９－３－４、
９－３－５又は９－３－５の
２の取扱いによる。

保険給付のない特約に係る
保険料（例：保険料払込免
除特約）

主契約に係る保険料に含
めて各通達の取扱いによる。

16

９－３－５
（定期保険及び第三分野保険に係る保険料）

• (注)１ 保険期間開始日から被保険者の年齢が116歳に達する日までを計算上の保険期間とする。

• ※１ ごく少額の払戻金がある場合を含む。

• ※２ １人の被保険者が２以上の上記保険に加入している場合：それぞれについて支払った保険料の額
の合計額。

受取人 支払った保険料の取扱い (注)２

保険金又は給付金の受取
人が法人

保険期間が終身の
第三分野

原則として、期間
(注)１の経過に応じ

て損金の額に算入。
(注)２

➀保険期間の全期間にお
いて解約返戻金相当額の
ない※１、
➁短期払限定

➂その事業年度に支払っ
た１人の被保険者に係る
保険料の額が30万円以下
※２

その支払日の属する事業
年度の損金の額に算入で
きる。

・保険期間が有期の
第三分野
・定期保険

原則として、期間の
経過に応じて損金
の額に算入。(注)２

保険金又は給付金の受取
人が被保険者又はその遺
族

保険期間が終身の
第三分野

原則として、期間
(注)１の経過に応じ

て損金の額に算入。
(注)２

・保険期間が有期の
第三分野
・定期保険

原則として、期間の
経過に応じて損金
の額に算入。(注)２

役員又は部課長その他特定の使用人（これ
らの者の親族を含む）のみを被保険者とし
ている場合：保険料の額はその役員又は使
用人に対する給与

紫枠の属性となるもの（その１）

９－３－５の２
保険期間3年以上
50％超70％以下
年換算保険料相当額30万円以下

主契約・特約
別々に考える？

３０万円
＋３０万円？

主契約・特約
別々に考える？

３０万円
＋３０万円？
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• 主契約（第三分野）：解約返戻金なし、短期払い、その事
業年度に支払った額30万円

• この主契約に係る特約：解約返戻金なし、短期払い、そ
の事業年度に支払った額30万円

• 主契約（定期保険、全期払い）：解約返戻率が50％超
70％以下、年換算保険料相当額30万円

• この主契約に係る特約（全期払い）：解約返戻率が50％
超70%以下、年換算保険料相当額30万円

• 被保険者１人につき、年払い保険料120万円まで損金算
入可能となる？

17

１人につき、１２０万円？の意味（例）

18

通達番号 取扱い

９－３－５
（注）２

一の被保険者につき2以上の解約返戻金相
当額のない短期払の定期保険又は第三分
野保険に加入している場合にはそれぞれに
ついて支払った保険料の額の合計額

９－３－５の２
本文

一の被保険者につき2以上の定期保険等に
加入している場合にはそれぞれの年換算保
険料相当額の合計額

１人３０万円以下の考え方
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19

特約の内容 取扱い

保険給付がある特約に係る
保険料

主契約に係る保険料とは区分。

保険給付のない特約に係る
保険料（例：保険料払込免
除特約）、特別保険料

主契約に係る保険料に含める。

特約に係る保険料や特別保険料を支払った場合、
（最高）解約返戻率はどう計算するのか？

参照：「ＦＡＱ」Ｑ６

• 最高解約返戻率が５０％超７０％以下の契約
• 損金算入額の推移は下記となる。

20

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）

４０％の期間
（資産計上期間）

３５％の期間
２５％の期間
（取崩期間）

保険期間が終身の第三分野：１１６歳

保険期間が有期の第三分野、定期保険：保険期間

損金算入
６０％

資産計上
４０％

損金算入
１００％

損金算入
１００％

資産計上累計額
均等取り崩し

１月未満：切捨

１月未満：切上
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• 最高解約返戻率が７０％超８５％以下の契約
• 損金算入額の推移は下記となる。

21

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）

４０％の期間
（資産計上期間）

３５％の期間
２５％の期間
（取崩期間）

保険期間が終身の第三分野：１１６歳

保険期間が有期の第三分野、定期保険：保険期間

損金算入
４０％

資産計上
６０％ 損金算入

１００％
損金算入
１００％

資産計上累計額
均等取り崩し

１月未満：切捨

１月未満：切上

• 最高解約返戻率が８５％超の契約
• 損金算入額の推移は下記となる。

22

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）

４０％の期間
（資産計上期間）

３５％の期間
（資産計上期間）

２５％の期間
残りの期間
（取崩期間）

保険期間が終身の第三分野：１１６歳

保険期間が有期の第三分野、定期保険：保険期間

開始日
～

最高解約返戻率となる
期間のうち、
最初の１０年間

この期間経過後
～

最高解約返戻率となる
期間の終了日

その後の期間
～

取崩期間前までの期間

解約返戻金相当額が
最も高い金額となる
期間経過後

～
保険期間の終了日

損金算入
1-最高×90%

資産計上

最高解約返戻率
×90%

損金算入
1-最高×70%

資産計上

最高解約返戻率
×70% 損金算入

100%

損金算入
100%

資産計上累計額
均等取り崩し

１月未満：切捨

１月未満：切上
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23

最高解約返戻率が85％超の区分となる場合の
資産計上期間の判定の補足

保険期間開始日～
最高解約返戻率となる期間

ある期間の解約返戻金相当額

▲その直前期間の解約返戻金相当額
÷年換算保険料相当額

＞70％となる最も遅い期間

資産計上期間

24

対象になる保険料の違い

通達番号 対象になる保険料

９－３－５
その支払った保険料の額
については～

９－３－５の２

当期分支払保険料の額
については～

その支払った保険料の額
のうち当該事業年度に対
応する部分の金額。
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• 保険期間：保険契約に定められている契約日
から満了日までをいい、当該保険期間の開始
の日以後１年ごとに区分した各期間で構成

• 当期分支払保険料の額：その支払った保険料
の額のうち当該事業年度に対応する部分の
金額。

• 年換算保険料相当額：保険料総額÷保険期
間の年数 25

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）における用語の定義

保険期間 保険期間 保険期間

保険料支払
×

保険料支払 保険料支払
××

当期分支払
保険料の額 当期分支払保険料の額 当期分支払保険料の額

•当期分支払保険料の額：その支
払った保険料の額のうち当該事
業年度に対応する部分の金額。

•年払保険料につき、法基通２－２
－１４(短期前払費用)の適用をし

ている場合の当期分支払保険料
の額の考え方は？

26

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）
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27

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）

参照：「ＦＡＱ」Ｑ２

28

３０万円以下について
９－３－５（注）２と９－３－５の２の違い

通達番号
この通達の対象になるかの

判定対象

９－３－５（注）２
当該事業年度中に支払っ
た保険料の額

９－３－５の２
年換算保険料相当額

（保険料総額÷保険期間
の年数）

参照：「ＦＡＱ」Ｑ１５（注）



15

• 一の被保険者（例えば、代表取締役：甲）につき、法基通９－３－５
の(注)２に定める「解約返戻金相当額のない短期払の定期保険又

は第三分野保険」に複数加入している場合は、保険会社やそれぞ
れの保険契約への加入時期の違いにかかわらず、その全ての保
険について当該事業年度に支払った保険料の額を合計して判定。

• 例：年払保険料20 万円の無解約返戻金型終身医療保険（払込期
間30 年）と年払保険料100 万円の無解約返戻金型終身がん保険

（払込期間５年）に加入して当該事業年度に保険料を支払った場合、
いずれの保険料についても、同通達の(注)２の取扱いは認められ
ず、それぞれの保険期間（保険期間の開始から116 歳までの期
間）の経過に応じて損金算入。

• 役員又は部課長その他特定の使用人（これらの者の親族を含む）
のみを被保険者としている場合で、その保険料の額が当該役員又
は使用人に対する給与となるものは、判定に含める必要はない。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ１７
29

当該事業年度に支払った保険料の額が30 万円以下か否かは、
どのように判定するのか？

• 事業年度の途中で「解約返戻金相当額のない短期
払の定期保険又は第三分野保険」の追加加入又は
解約等をした場合の取扱い

• 追加加入：最初に加入した定期保険又は第三分野
保険の年払保険料の額が30 万円以下で、事業年度

の途中で追加加入した定期保険又は第三分野保険
について当該事業年度に支払った保険料の額との
合計額が30 万円超となる場合には、当該事業年度

に支払ったいずれの保険料についても、同通達の
(注)２の取扱いは認められず、それぞれの保険期間
の経過に応じて損金の額に算入する。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ１７
30

当該事業年度に支払った保険料の額が30 万円以下か否かは、
どのように判定するのか？
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• 解約等：２つの定期保険又は第三分野保険に加
入している場合で、事業年度の途中に一方の保
険を解約等したことにより、当該事業年度に支
払った保険料の合計額が30 万円以下となるとき

には、当該事業年度に支払った保険料の額を当
期の損金の額に算入することができる。

• 改正通達の適用日前に契約した「解約返戻金相
当額のない短期払の定期保険又は第三分野保
険」に係る支払保険料の額は判定に含める必要
はない。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ１７
31

当該事業年度に支払った保険料の額が30 万円以下か否かは、
どのように判定するのか？

• 保険会社やそれぞれの保険契約への加入時期の違い
に関係なく、一の者（例：代表取締役甲）を被保険者とし
て、その法人が加入している全ての定期保険等に係る
年換算保険料相当額の合計額で判定。

• 注意点➀：合計額に含めるのは、保険期間が３年以上
の定期保険又は第三分野保険で最高解約返戻率が
50％超70％以下のものに係る年換算保険料相当額。

• 役員又は部課長その他特定の使用人（これらの者の親
族を含みます。）のみを被保険者としている場合で、その
保険料の額が当該役員又は使用人に対する給与となる
ものは、判定に含める必要はない。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ９
32

年換算保険料相当額が30 万円以下か否かは、
どのように判定するのか？
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• 事業年度の途中で上記①の定期保険等の追加加入又は解
約等をした場合の取扱い

参照：「ＦＡＱ」Ｑ９
33

年換算保険料相当額が30 万円以下か否かは、
どのように判定するのか？

• 追加加入

• 最初に加入した定期保険等に係る年換算保険料相当額
が30 万円以下で、当期に追加加入した定期保険等に係
る年換算保険料相当額を合計した金額が30 万円超とな

る場合には、最初に加入した定期保険等に係る当期分支
払保険料の額のうちその追加加入以後の期間に対応す
る部分の金額については、法基通９－３－５の２の取扱い
になる。

• 経理事務が煩雑となるため、追加加入した日を含む事業
年度に係る当期分支払保険料の額の全額について同通
達の取扱いによることとしている場合には、それでもＯＫ。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ９

34

年換算保険料相当額が30 万円以下か否かは、
どのように判定するのか？
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• 途中解約等

• ２つの定期保険等に加入している場合で、事業年度の途中に一方の定期保
険等を解約等したことにより、年換算保険料相当額の合計額が30 万円以下

となるときは、他の定期保険等に係る当期分支払保険料の額のうちその解約
等以後の期間に対応する部分の金額については、法基通９－３－５の２の取
扱いの適用はない。

• 経理事務が煩雑となるため、解約等した日を含む事業年度に係る当期分支
払保険料の額の全額について同通達の取扱いによらないこともＯＫ。

• 既往の資産計上額の累積額については、保険期間の100 分の75 相当期間
経過後から、保険期間の終了の日までの取崩期間の経過に応じて取り崩す。

• その他

• 改正通達の適用日前に契約した定期保険等に係る年換算保険料相当額は
判定に含める必要はない。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ９
35

年換算保険料相当額が30 万円以下か否かは、
どのように判定するのか？

保険期間 残２５％期間

36

年換算保険料相当額３０万円以下

３年以上、最高解約返戻率５０％超７０％以下

９－３－５

支払日の属する
事業年度の損金の
額に算入できる。

原則として、期間の
経過に応じて損金
の額に算入。

はい いいえ

➀解約返戻金相当額なし、➁短期払、➂その
事業年度に支払った１被保険者に係る保険料
の額が３０万円以下
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37

３０万円以下（１人の被保険者、保険会社を問わず）について
９－３－５（注）２と９－３－５の２の違い

参照：「ＦＡＱ」Ｑ９、１７（注）

解約
返戻金

短期払 対象
30万円超
の場合

給与とな
る保険料

追加加入

解約等

改正前
既契約

9-3-5(注)2

当該事業
年度中に
支払った保
険料の額

ない※１ ○

その事業年
度中に支
払った保険
料総額

原則とし
て、期間
の経過に
応じて損
金※２

30万円の

判定に含
めなくて
もＯＫ

その事業
年度中に
支払った
保険料総
額

判定に
含めず

9-3-5の2

年換算保
険料相当
額

５０％超

７０％以
下

－

保険期間が
３年以上の
年換算保険
料相当額

・9-3-5の2

の適用
・60%損
金

〃 区分 〃

※１ ごく少額の払戻金がある場合を含む。
※２保険期間が終身の第三分野：保険期間開始日から被保険者の年齢が116歳に達する日ま
でが計算上の保険期間

38

年間保険料３０万円以下（１人の被保険者、
保険会社を問わず）についての注意点

最高解約返戻率 短期払 対象 経理処理 適用日

契約
Ａ

ない（ごく少額の
払戻金がある場
合を含む）

○

その事業年
度中に支
払った保険
料総額

支払った保険料
が損金

2019年
10月8日~

契約
Ｂ

５０％超
７０％以下

－

保険期間が
３年以上の
年換算保険
料相当額

年換算保険料
相当額が損金

＝支払った保険
料が損金

2019年
7月8日~

契約Ａの３０万円と契約Ｂの３０万円は合算しない。

契約者：法人、被保険者：役員、従業員、保険金・給付金の受取人：法人
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39

契約Ａ（年払保険料３０万円以下）について
追加加入があった場合の損金算入額

• 保険種類：第三分野保険

• 保険期間：終身

• 初年度の契約：６５歳、年払保険料２８万円（１０年間）

• 次年度の契約：６６歳、年払保険料２２万円（１０年間）

２８万円

22万円×9年間＝198万円

６６歳 保険期間（５０年間） １１６歳

28万円×9年間＝252万円

損金算入額：9万円

６５歳

２２万円

資産計上額：45万円

資産計上合計額
41万円×9年間
＝369万円

資産計上取崩額
369万円÷41年間

＝9万円

４１年間

損金算入額：9万円

損金算入額：
22万円

450万円÷50年間＝9万円 この期の損金算入額：
22万円＋9万円
＝35万円

40

７０％以下、かつ、
年換算保険料相当額３０万円以下

３年以上、かつ、５０％超

９－３－５と９－３－５の２の関係
９－３－５の２

解約返戻金なし（ごく少額の払
戻金はあってもＯＫ）、かつ、

短期払ｚ

・保険期間が終
身の第三分野：
期間（116歳）の

経過に応じて、
損金算入

・これ以外：原則
として、保険終了
までの期間の経
過に応じて、損
金算入

保険金、または、給付金
の受取人が被保険者ま
たは遺族

給与

いいえ

1人の被保険者につき、その事業年

度に支払った全ての保険会社の保
険料合計額が３０万円以下

その事業年度の損金

いいえ

はい

はい

はい

普遍的加入を満たす

はい

いいえ

いいえ

９－３－５

はい

➀50%超
70％以下
➁70%超
85％以下
➂85%超

(注)２
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41

保険期間が
３年以上

最高解約返戻率
５０％超

９－３－５の２

最高解約返戻率
70％以下、かつ、

年換算保険料相
当額30万円以下

はい

９－３－５

解約返戻金なし（ごく少額の払
戻金はあってもＯＫ）、かつ、

短期払

・保険期間が終
身の第三分野：
期間（116歳）の

経過に応じて、
損金算入

・これ以外：原則
として、保険終了
までの期間の経
過に応じて、損
金算入

保険金、または、給付金
の受取人が被保険者ま
たは遺族

給与

いいえ

1人の被保険者につき、その事業年

度に支払った全ての保険会社の保
険料合計額が３０万円以下

その事業年度の損金

９－３－５と９－３－５の２の関係

いいえ

いいえ

➀50%超
70％以下
➁70%超
85％以下
➂85%超

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

はい

普遍的加入を満たす

はい

いいえ

いいえ

(注)２

• 現行の終身保障の第三分野保険のなかには、払込期間終了
以後、ごく少額の解約返戻金や死亡保険金が支払われる商
品や、保険期間中にごく少額の健康祝金や出産祝金などが
支払われる商品が多くあり、ごく少額の払戻金しかない商品
は、解約返戻金相当額のない保険に含まれる。

• 「ごく少額の払戻金」の範囲：現行の商品では、入院給付金
日額などの基本給付金額（５千円～１万円程度）の10 倍とし

ている商品が多いようであり、このような払戻金は、一般的に
はごく少額のものと考えられる。

• ごく少額か否かは、支払保険料の額や保障に係る給付金の
額に対する割合などを勘案して個別に判断する（廃止された、
いわゆる「がん保険通達」と考え方が変わるものではない。）。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ１６

42

「ごく少額の払戻金」とは？
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• ９－３－５（２）
• ９－３－５の２の(注)６
• 特定の者であれば、給与課税
• 「保険金又は給付金」という表現をどう考
えるのか？

• 保険金に高度障害保険金は含まれる？
• 保険料が区分された保険商品もある。

43

保険金又は給付金の受取人が
被保険者又はその遺族

• 死亡保障と第三分野保障がセットとなっているが，保険料が
区分されていない，いわゆる「組込型保険」の取扱いについ
ては，今回の改正通達には記載されなかったが，その後，国
税庁からの連絡により，死亡保険金と第三分野保障（三大疾
病保障，介護保障等）に対する保険金額が同水準であり，保
険期間が終身のものについては，次のように取り扱うことが
確認されている。

• これらの保険の支払保険料については，改正後の法人税基
本通達９－３－５又は９－３－５の２の取扱いが適用される。

• ただし，これらの保険の解約返戻金については，養老保険と
類似した推移を示すことから，改正後の通達の取扱いを適用
せずに，改正後の法人税基本通達の９－３－４(1)の取扱い
に準じて経理処理を行うことは差し支えない。

• 出典：「保険税務のすべて」（新日本保険新聞社） 44

組込型保険の取扱い
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• （１）法人が、自己を契約者とし、役員又は使用人（これらの者の親族を含
む。）を被保険者とする養老保険（被保険者の死亡又は生存を保険事故
とする生命保険をいい、特約が付されているものを含むが、9－3－6に定
める定期付養老保険等を含まない。以下9－3－7の2までにおいて同じ。）
に加入してその保険料（令第135条《確定給付企業年金等の掛金等の損
金算入》の規定の適用があるものを除く。以下9－3－4において同じ。）を
支払った場合には、その支払った保険料の額（特約に係る保険料の額を
除く。）については、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次により取り
扱うものとする。

• (1) 死亡保険金（被保険者が死亡した場合に支払われる保険金をいう。
以下9－3－4において同じ。）及び生存保険金（被保険者が保険期間の満
了の日その他一定の時期に生存している場合に支払われる保険金をい
う。以下9－3－4において同じ。）の受取人が当該法人である場合 その
支払った保険料の額は、保険事故の発生又は保険契約の解除若しくは
失効により当該保険契約が終了する時までは資産に計上するものとする。

45

法人税基本通達９－３－４
（養老保険に係る保険料）

• 資産計上期間に関する注意事項

• 当該事業年度の中途で次表の資産計上期間が終了する場
合には、資産計上額については、当期分支払保険料の額を
当該事業年度の月数で除して当該事業年度に含まれる資産
計上期間の月数（１月未満の端数がある場合には、その端数
は切り捨て）を乗じて計算した金額により計算する。

• 例：５か月２１日→当期分支払保険料の額×５/１２

• 損金算入額＝当期分支払保険料の額×７/１２

• 当該事業年度の中途で資産計上額の欄の「保険期間の開始
の日から、10年を経過する日」が到来する場合の資産計上額
も同様。

46

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）

資産計上期間資産計上期間
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• 最高解約返戻率が８５％超の資産計上期間の注意事項

• 資産計上期間：保険期間開始日～最高解約返戻率となる期間の終了日

• 上記期間経過後のいずれかの期間において、「（ある期間における解約
返戻金相当額－その直前の期間における解約返戻金相当額）÷年換算
保険料相当額＞７０％」という期間がある場合：７０％超となる最も遅い期
間

• 「最高解約返戻率となる期間」、「解約返戻金相当額が最も高い金額とな
る期間」が複数：最も遅い期間

• 最高解約返戻率となる期間が極めて早期に到来し、その後、解約返戻率
が急減するような商品：資産計上期間は最低５年間

• (注)資産計上期間（×保険期間）：５年未満 → 保険期間開始日～５年を
経過する日

• → 保険期間：10年未満の場合 → 保険期間開始日～保険期間の50%

を経過する日

• 例：資産計上期間が３年、保険期間が８年：資産計上期間は４年

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ１０ 47

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）

• 最高解約返戻率が８５％超の取崩期間（１月未満の端数：
端数切上）における注意事項

• 解約返戻金相当額が最も高い金額となる期間経過後～保
険期間の終了日

• 資産計上期間が前スライド(注)に該当する場合：「(注)によ

る資産計上期間経過後～保険期間終了日」が取崩期間と
なる。

• 資産計上期間→真ん中の期間なし→取崩期間

• 例：保険期間が８年：資産計上期間４年、取崩期間４年
48

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）

資産計上期間 取崩期間 取崩期間資産計上期間
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• 最高解約返戻率が８５％超の区分となる場合の資産計上期
間の欄や取崩期間の欄にある「期間」とは？

• 保険期間（保険契約に定められている契約日から満了日ま
での期間をいい、当該保険期間の開始の日（契約日）以後１
年ごとに区分した各期間で構成）を基に資産計上期間及び取
崩期間を設定し、各事業年度に資産計上期間又は取崩期間
があるか否かにより、当期分支払保険料の額の取扱いを定
めている。

• 資産計上期間の欄や取崩期間の欄にある「期間」：保険期間
の開始の日（契約日）以後１年ごとに区分した各期間のうち
の特定の期間（例えば、「最高解約返戻率となる期間」や「解
約返戻金相当額が最も高い金額となる期間」など）のことをい
い、当該法人の各事業年度とは異なる。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ３
49

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）

• 当期分支払保険料の額：支払った保険料の額
のうち当該事業年度に対応する部分の金額。

• 一定期間分の保険料の額の前払をしたとき（例
➀前納制度を利用して前納金を支払った場合、
例➁保険料を短期払した場合）：その全額を資
産に計上し、資産に計上した金額のうち当該事
業年度に対応する部分の金額が、当期分支払
保険料の額として法基通９－３－５の２の本文
の取扱いによる。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ２
50

９－３－５の２
（定期保険等の保険料に相当多額の前払部分の

保険料が含まれる場合の取扱い）
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• 前納：各期間の保険料として充当されることとなる部分
の額の合計額を分母とし、その合計額に係る解約返戻
金相当額を分子として（最高）解約返戻率を計算。

51

前納制度を利用して前納した場合、
保険料を短期払いした場合、

（最高）解約返戻率はどう計算するのか？

分母の合計額に係る解約返戻金相当額
各期間の保険料として充当される部分の合計額

保険年度 充当保険料 解約返戻金

１ １００万円 ５０万円（５０％）

２ ２００万円 １２０万円（６０％）

３ ３００万円 ２１０万円（７０％）

４ ４００万円 ３２０万円（８０％）

以下、省略 以下、省略 以下、省略

参照：「ＦＡＱ」Ｑ５

全期前納：２，０００万円、保険期間：２０年

• 短期払い：各期間までに実際に支払う短期払込の保険
料の額の合計額を分母とし、その合計額に係る解約返
戻金相当額を分子として（最高）解約返戻率を計算。

52

前納制度を利用して前納した場合、
保険料を短期払いした場合、

（最高）解約返戻率はどうに計算するのか？

分母の合計額に係る解約返戻金相当額
各期間までに実際に支払う短期払保険料の合計額

保険年度 保険料累計額 解約返戻金

１ １００万円 ５０万円（５０％）

２ ２００万円 １２０万円（６０％）

３ ３００万円 ２１０万円（７０％）

４ 〃 ２４０万円（８０％）

以下、省略 以下、省略 以下、省略

参照：「ＦＡＱ」Ｑ５

短期払い：３年間
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• 最高解約返戻率が85％超の区分となる場合の資産計上期
間の判定

• 上記のことを踏まえた解約返戻金相当額が保険会社から示
されるものと考えられる。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ５
53

前納制度を利用して前納した場合、
保険料を短期払いした場合、

（最高）解約返戻率はどう計算するのか？

保険期間開始日～
最高解約返戻率となる期間

（ある期間における解約返戻金相当額
－その直前の期間における解約返戻
金相当額）÷年換算保険料相当額＞

70％」となる最も遅い期間

資産計上期間

前２スライドの考え方による解約返戻金相当額

54

最高解約返戻率が85％超の区分となる場合の
資産計上期間の判定の補足

保険年度 年齢 保険料累計 解約返戻金 解約返戻率

36 66 20,079,000 18,578,000 92.5%

37 67 〃 18,594,000 92.6%

38 68 〃 18,606,000 92.6%

39 69 〃 18,612,000 92.6%

40 70 〃 18,612,000 92.6%

41 71 〃 18,606,000 92.6%
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• 契約時に保険会社から各期間の解約返
戻金相当額として保険契約者に示され
た金額（「○年目の解約返戻金△△円」
などと示された金額）による。

• 各保険商品の標準例としてパンフレット
等に記載された金額ではなく、保険設計
書等に記載される個々の契約内容に応
じて設定される金額。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ４
55

（最高）解約返戻率の計算、
最高解約返戻率が85％超の区分となる場合の

資産計上期間の判定に用いる「解約返戻金相当額」とは？

• 解約返戻率＝解約返戻金相当額÷これを受けるこ
ととなるまでの間に支払う保険料の額の合計額

• 原則として、端数の切捨て等を行わずに最高解約返
戻率を計算。

• 現状、各保険会社は小数点１位までの数値により解
約返戻率を通知しているという実務や経理事務の簡
便性を考慮し、小数点２位以下の端数を切り捨てて
計算した解約返戻率が保険設計書等に記載されて
いる場合には、その解約返戻率を用いて最高解約
返戻率の区分を判定することもＯＫ。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ４
56

解約返戻率の端数処理は？
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• ９－３－５の２による資産計上額（８５％超）＝当期分
支払保険料の額×最高解約返戻率×７０％（９０％）

• 資産計上額が計算できればＯＫで、資産計上割合の
計算（端数処理）は必要ない

• 保険会社（数社）においては、小数点第２位以下を
切り上げるシステムになっているとのこと。

• 例：105円×75.2322%＝78.99381円→78円

• 例：105円×75.3％（2位以下切上げ）＝79.065

円→79円

• 経理処理には１円のズレが出るケースもあり得るが、
税額計算にはほぼ影響なし。

57

資産計上割合の端数処理は？

９－３－５の２本文

最高解約返戻率 資産計上額

５０％超 ７０％以下
当期分支払保険料の額に100分の40を
乗じて計算した金額

７０％超 ８５％以下
当期分支払保険料の額に100分の60を
乗じて計算した金額

８５％超

当期分支払保険料の額に最高解約返
戻率の100分の70（保険期間の開始の
日から、10年を経過する日までは、100
分の90）を乗じて計算した金額

58
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• 寄せられた意見

• 最高解約返戻率を算定するに当たり、払込方法（年
払・半年払・月払）により解約返戻金額が異なる場合
があるが、年単位で判定してよいか。

• 国税庁の意見

• （最高）解約返戻率は、保険契約時において契約者
に示された解約返戻金相当額を用いて算定すること
としていますので、契約時に選択した払込方法（年
払・半年払・月払）に応じて示された解約返戻金相当
額を用いて算定することとなります。

• 参照：「パブリックコメントに対する国税庁の意見」Ｐ７
59

（最高）解約返戻率の考え方

参照：「ＦＡＱ」Ｑ７
60

契約者配当の額、生存給付金、無事故給付金などは
解約返戻金相当額に含まれるのか？

払戻金の内容 解約返戻金相当額に含めるか？

契約者配当の額

含めない。

※過去の契約者配当の実績を踏ま
えた予想配当額が示されている場
合でも含めない。

※契約時に、契約者配当が確実に
見込まれているような場合は含める。

「生存給付金」
「無事故給付金」

含める。

※「解約返戻金」として示す金額と
「生存給付金」や「無事故給付金」と
を区分して表示している場合には、
これらの金額を合計
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• 法人が生命保険契約（適格退職年金契約に係るものを含む。）に
基づいて支払を受ける契約者配当の額については、その通知（据
置配当については、その積立てをした旨の通知）を受けた日の属
する事業年度の益金の額に算入するのであるが、当該生命保険
契約が9－3－4の(1)に定める場合に該当する場合（9－3－6の(2)

により9－3－4の(1)の例による場合を含む。）には、当該契約者配

当の額を資産に計上している保険料の額から控除することができ
るものとする。

• (注)

• 1 契約者配当の額をもっていわゆる増加保険に係る保険料の額

に充当することになっている場合には、その保険料の額について
は、9－3－4から9－3－6までに定めるところによる。

• 2 据置配当又は未収の契約者配当の額に付される利子の額につ

いては、その通知のあった日の属する事業年度の益金の額に算
入するのであるから留意する。

61

法人税基本通達9-3-8（契約者配当）

62

変額保険、外貨建て保険などの取扱い
保険の内容 解約返戻金相当額の取扱い

「変額保険」
「積立利率変動型保険」

契約時に示される予定利率を用いて計
算されたもの

「外貨建て保険」
契約時の為替レートを用いて計算され
たもの

「健康増進型保険」

・商品の内容により個別判断

・将来の達成が不確実な事由（例：毎日
１万歩歩くなど）によって、キャッシュ
バックが生じたり支払保険料等が変動
するような商品：キャッシュバックが生じ
ないあるいは支払保険料等の変動がな
いものとして、契約時に示される解約返
戻金相当額とこれに係る保険料によっ
て（最高）解約返戻率を計算

参照：「ＦＡＱ」Ｑ８
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• 解約返戻率の変動を伴う契約内容の変更や保険期間の変更は、原則として、「契
約内容の変更」に当たる。

63

「契約内容の変更」とは？

「契約内容の変更」に該当 「契約内容の変更」に該当しない

・払込期間の変更（全期払（年払・
月払）を短期払に変更する場合等）
・特別保険料の変更

・保険料払込免除特約の付加・解
約

・保険金額の増額、減額又は契約
の一部解約に伴う高額割引率の変
更により解約返戻率が変動
・保険期間の延長・短縮

・契約書に記載した年齢の誤りの
訂正等により保険料が変動

・払込方法の変更（月払を年払に変更する場合
等）→「月払い⇔年払い」で８５％をまたぐことあり。

・払込経路の変更（口座振替扱いを団体扱いに
変更する場合等）
・前納金の追加納付
・契約者貸付
・保険金額の減額（部分解約）

・保険給付のある特約に追加加入（特約の付加
に伴う高額割引率の変更により主契約の保険料
が変動するようなことがない場合）
・契約の転換
・払済保険への変更
・契約の更新

・将来の達成が不確実な事由（例：毎日１万歩歩
くなど）により、キャッシュバックが生じたり、支払
保険料等が変動

64

責任準備金※ 税務上の資産計上累積額

追加払い 損金 契約当初から変更後
の契約内容であった
場合と同じ額となる。

払戻し 益金

参照：「ＦＡＱ」Ｑ１２

「契約内容の変更」に該当する場合の処理

※保険会社が将来の保険金や解約返戻金を支払
うために積み立てておく準備金
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• 参考：「ＦＡＱ」Ｑ１２
65

「契約内容の変更」に該当する場合の処理

変更前期間 変更後期間

• 変更後の契約内容に基づいて法基通９
－３－４から９－３－６の２までを適用

• 責任準備金相当額、税務上の資産計上
累積額：契約当初から変更後の契約内
容であったのと同じ額に調整。

• 当期分支払保険料の額：新たな最高解
約返戻率の区分より判断。

• 資産計上累積額：新たな区分による取
崩期間で取り崩す。

• 最高解約返戻率が低くなることが見込ま
れる場合：責任準備金相当額、税務上
の資産計上累積額の調整は不要

修正申告は
不要

参照：「ＦＡＱ」Ｑ１２
66

「契約内容の変更」に該当する場合の処理
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養老保険の期間延長について

67

• 期間延長前後の保険積立金の差額を取り崩す

• 従来は責任準備金の過不足の精算の経理処理に
ついては規定が無かったが、法人税基本通達9－3
－5の2が定められたことにより、精算されることに
なった。本通達は定期保険等に関する通達である
が、養老保険に関しても同様の取扱いをするべきと
考える。

借方 貸方

現金・預金 ×××
保険積立金 ×××
雑収入 ×××

期間の短縮、延長と責任準備金

保険の種類 期間 責任準備金

長期平準定期保険

短縮 もらう

延長 支払う

養老保険

短縮 支払う

延長 もらう

68
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•調整後の最高解約返戻率が85％

以下の場合で、最高解約返戻率
の区分に変更がないときには、資
産計上期間や資産計上割合は変
わらないので、責任準備金相当額
の精算のみを行う処理もＯＫ。

•参照：「ＦＡＱ」Ｑ１２
69

「契約内容の変更」に該当する場合の処理

70

改正通達の適用日前の契約につき、
適用日後に「契約内容の変更」があった場合

変更前期間 変更後期間

契約内容の変更

改正前の取扱いのまま
改正通達の影響なし

参照：「ＦＡＱ」Ｑ１３
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内容 取扱い

転換
転換後契約は改正通達の適用あり。

（理由）既契約の保険契約を新たな
契約に切り替えるものだから。

払い済み 払済後契約は改正通達の適用あり。

更新
更新後契約は改正通達の適用あり。

保障内容に変更のない自動更新：改
正前の取扱いでＯＫ。

保険給付のある特約の付加

・特約に関する保険料：改正通達の
適用あり。

・主契約（改正前既契約）：改正通達
の適用なし。

71

改正前既契約につき、
改正通達適用後に転換等があると？

参照：「ＦＡＱ」Ｑ１４

• ９―３―７の２

• 法人が既に加入している生命保険をいわゆる払済保険に変更した場合には、原則とし
て、その変更時における解約返戻金相当額とその保険契約により資産に計上している
保険料の額（以下９―３―７の２において「資産計上額」という。）との差額を、その変更

した日の属する事業年度の益金の額又は損金の額に算入する。ただし、既に加入して
いる生命保険の保険料の全額（特約に係る保険料の額を除く。）が役員又は使用人に
対する給与となる場合は、この限りでない。

• (注)１ 養老保険、終身保険、定期保険、第三分野保険及び年金保険（特約が付加さ

れていないものに限る。）から同種類の払済保険に変更した場合に、本文の取扱いを
適用せずに、既往の資産計上額を保険事故の発生又は解約失効等により契約が終了
するまで計上しているときは、これを認める。

• ２ 本文の解約返戻金相当額については、その払済保険へ変更した時点において当
該変更後の保険と同一内容の保険に加入して保険期間の全部の保険料を一時払いし
たものとして、９―３―４から９―３―６までの例(ただし、９―３―５の2の表の資産計上
期間の欄の(注)を除く。)により処理するものとする。

• ３ 払済保険が復旧された場合には、払済保険に変更した時点で益金の額又は損金
の額に算入した金額を復旧した日の属する事業年度の損金の額又は益金の額に、ま
た、払済保険に変更した後に損金の額に算入した金額は復旧した日の属する事業年
度の益金の額に算入する。

72

払済保険へ変更した場合
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• 払済保険へ変更した場合の取扱い（法基通９－３－７の２）

• 法人契約の生命保険を払済保険に変更した場合，原則として，変更時の解約返
戻金相当額と資産計上額との差額をその事業年度の益金又は損金の額に算入

する，いわゆる「洗替経理処理」を行うことになっている。ただし，養老保険，年金
保険，終身保険から同種類の払済保険に変更した場合には洗替経理処理をせず
に，既往の資産計上額をそのまま計上することが認められている。

• 今回の改正により，この洗替経理処理しなくてもよい生命保険として，定期保険，
第三分野保険が追加された。これにより，定期保険，第三分野保険から同種類

の払済保険に変更する場合も洗替経理処理しなくてもよいことになる。しかし，「同
種類の」という部分には不明な点が残っている。逓増定期保険，低減定期保険，
長期平準定期保険が同種類かというと違和感があるという意見が示されているが，
詳細については改めて整理される予定となっている。

• なお，この定期保険，第三分野保険から同種類の払済保険への変更についての
改正通達の取扱いが，適用日前の契約を適用日以後に払済保険へ変更した場
合にも適用されるかどうかについては，弊社から国税庁へ照会を行い，適用日前
の契約であっても改正後の取扱いが適用される旨の回答を得ている。

• 出典：「保険税務のすべて」（新日本保険新聞社）
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払済保険へ変更した場合

• ９－３－７（保険契約の転換をした場合）

• 法人がいわゆる契約転換制度によりその加入している養老保
険、定期保険、第三分野保険又は定期付養老保険等を他の養
老保険、定期保険、第三分野保険又は定期付養老保険等（以
下９－３－７において「転換後契約」という。）に転換した場合に
は、資産に計上している保険料の額（以下９－３－７において
「資産計上額」という。）のうち、転換後契約の責任準備金に充
当される部分の金額（以下９－３－７において「充当額」という。）
を超える部分の金額をその転換をした日の属する事業年度の
損金の額に算入することができるものとする。この場合において、
資産計上額のうち充当額に相当する部分の金額については、
その転換のあった日に保険料の一時払いをしたものとして、転
換後契約の内容に応じて９－３－４から９－３－６の２までの例
(ただし、９―３―５の2の表の資産計上期間の欄の（注）を除く。)

による。
74

「契約の転換」について
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参照「ＦＡＱ」Ｑ１９
75

「契約の転換」について

～

• 養老保険の保険料について資産計上した金額のうち、転換後の定期保険又は第三分
野保険の責任準備金に充当される部分の金額（充当額）を超える部分の金額を転換日
の属する事業年度の損金の額に算入することができる。

• 充当額に相当する部分の金額：転換後の定期保険又は第三分野保険に係る保険料
の一時払いをしたものとして、法基通９－３－５及び９－３－５の２の例によることとなる。

• その充当額（転換価格）の全額

• を資産に計上し、資産計上した金額のうち転換後の各事業年度に対応する部分の金
額が当期分支払保険料の額として法基通９－３－５の２の本文の取扱いによる。

• 転換後契約につき、充当額（転換価格）のほかに平準保険料を支払う場合は、この平
準保険料を合わせた額を当期分支払保険料の額として法基通９－３－５の２の本文の
取扱いによる。

• 転換後契約に係る（最高）解約返戻率：転換時に保険会社から示される転換後契約に
係る解約返戻金相当額÷これを受けることとなるまでに支払う保険料の額の合計額

• 契約の転換は、既契約の保険契約を新たな契約に切り替えるものですので、転換の
あった日を保険期間の開始の日として資産計上期間や取崩期間を判定することとなり
ますが、転換後の定期保険又は第三分野保険の最高解約返戻率が85％超の区分と
なる場合でも、同通達の表の資産計上期間の欄の(注)に定める資産計上期間を最低
でも５年間とする取扱いの適用はない。

• 参照：「ＦＡＱ」Ｑ１９
76

現在加入している養老保険を定期保険、第三分野保険に
転換した場合の転換後契約の取扱い
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改正通達の適用日【前】の契約 改正通達の適用日【以後】の契約

文書回答事例「長期
傷害保険（終身保障
タイプ）に関する税
務上の取扱いにつ
いて」（平成18 年４
月28日回答）

・第三分野保険
・改正後の取扱い

77

長期傷害保険について

参照：「ＦＡＱ」Ｑ２０

生命保険に加入しない場合との比較
• 毎期の利益１００、年払保険料８０、１０年間支払って解約、 単
純返戻率８５％、税率３０％

• 保険に加入しない場合
• １００×（１－３０％）×１０年＝７００（退職金原資）→損金７００

• 最大額の保険料を支払った場合
• 利益：１００－（８０×４０％）＝６８
• 納税：６８×３０％＝２０．４
• 解約返戻金：８０×１０年間×８５％＝６８０（退職金原資）
• 資産計上額： ８０×１０年間×６０％＝４８０ → 損金４８０

• 課税繰延額：（８０×４０％）×３０％×１０年間＝９６
• 実質返戻率：（６８０＋９６）÷８００＝９７％
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生命保険に加入しない場合との比較
• 毎期の利益１００、年払保険料７４、１０年間支払って解約、 単
純返戻率９０％、税率３０％

• 保険に加入しない場合
• １００×（１－３０％）×１０年＝７００（退職金原資）→損金７００

• 最大額の保険料を支払った場合
• 利益：１００－（７４×１９％）＝８５．９４
• 納税：８５．９４×３０％≒２５．７８
• 解約返戻金：７４×１０年間×９０％＝６６６（退職金原資）
• 資産計上額： ７４×１０年間×８１％≒５９９ → 損金５９９

• 課税繰延額：（７４×１９％）×３０％×１０年間＝４２．１８
• 実質返戻率：（６６６＋４２．１８）÷７４０＝９５．７％

生命保険に加入しない場合との比較
• 毎期の利益１００、年払保険料７３、１０年間支払って解約、 単
純返戻率９５％、税率３０％

• 保険に加入しない場合
• １００×（１－３０％）×１０年＝７００（退職金原資）→損金７００

• 最大額の保険料を支払った場合
• 利益：１００－（７３×１４．５％）＝８９．４１５
• 納税：８９．４１５×３０％≒２６．８２
• 解約返戻金：７３×１０年間×９５％＝６９３．５（退職金原資）
• 資産計上額： ７３×１０年間×８５．５％≒６２４ → 損金６２４

• 課税繰延額：（７３×１４．５％）×３０％×１０年間＝３１．７５５
• 実質返戻率：（６９３．５＋３１．７５５）÷７３０＝９９．３５％
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生命保険に加入しない場合との比較
• 毎期の利益１００、年払保険料７２、１０年間支払って解約、 単
純返戻率１００％、税率３０％

• 保険に加入しない場合
• １００×（１－３０％）×１０年＝７００（退職金原資）→損金７００

• 最大額の保険料を支払った場合
• 利益：１００－（７２×１０％）＝９２．８
• 納税：９２．８×３０％＝２７．８４
• 解約返戻金：７２×１０年間×１００％＝７２０（退職金原資）
• 資産計上額： ７２×１０年間×９０％＝６４８ → 損金６４８

• 課税繰延額：（７２×１０％）×３０％×１０年間＝２１．６
• 実質返戻率：（７２０＋２１．６）÷７２０＝１０３％

生命保険に加入しない場合との比較
• 毎期の利益１００、年払保険料７２、１０年間支払って解約、 単純返戻
率１０５％、税率３０％

• 保険に加入しない場合
• １００×（１－３０％）×１０年＝７００（退職金原資）→損金７００

• 最大額の保険料を支払った場合
• 利益：１００－（７１．１７×５．５％）＝９６．０８
• 納税：９６．０８×３０％＝２８．８２
• 解約返戻金：７１．１７×１０年間×１０５％≒７４７．２（退職金原資）
• 資産計上額： ７１．１７× ９４．５％×１０年間≒６７２．５
→ 損金６７２．５

• 課税繰延額：（７１．１７×５．５％）×３０％×１０年間＝１１．７４
• 実質返戻率：（７４７．２８＋１１．７４）÷７１１．７＝１０６．６％
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生命保険に加入しない場合との比較
• 毎期の利益１００、年払保険料７０、１０年間支払って解約、 単純返戻
率１１０％、税率３０％

• 保険に加入しない場合
• １００×（１－３０％）×１０年＝７００（退職金原資）→損金７００

• 最大額の保険料を支払った場合
• 返戻率１１０％×９０％＝９９．９％が資産計上割合（１００％とする）
• 利益：１００－（７０×０％）＝１００
• 納税：１００×３０％＝３０
• 解約返戻金：７０×１０年間×１１０％＝７７０（退職金原資）
• 資産計上額： ７０× １００％×１０年間＝７００ → 損金７００

• 課税繰延額：（７０×０％）×３０％×１０年間＝０
• 実質返戻率：（７７０＋０）÷７００＝１１０％

生命保険に加入しない場合との比較
• 毎期の利益１００、年払保険料７０、１０年間支払って解約、 単純返戻
率１２０％、税率３０％

• 保険に加入しない場合
• １００×（１－３０％）×１０年＝７００（退職金原資）→損金７００

• 最大額の保険料を支払った場合
• 返戻率１２０％×９０％＝１０８％が資産計上割合（全額資産計上）
• 利益：１００－（７０×０％）＝１００
• 納税：１００×３０％＝３０
• 解約返戻金：７０×１０年間×１２０％＝８４０（退職金原資）
• 資産計上額： ７０× １００％×１０年間＝７００ → 損金７００

• 課税繰延額：（７０×０％）×３０％×１０年間＝０
• 実質返戻率：（８４０＋０）÷７００＝１２０％
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返戻率別の比較表（１０年間）

最高返戻率
退職金原資
＝解約返戻金

出口での損金額 （実質返戻率）

保険なし ７００ ７００ －

８５％ ６８０ ４８０ ９７％

９０％ ６６６ ５９９ ９５．７％

９５％ ６９３ ６２４ ９９．３％

１００％ ７２０ ６４８ １０３％

１０５％ ７４７ ６７２ １０６．６％

１１０％ ７７０ ７００ １１０％

１２０％ ８４０ ７００ １２０％

ドル建終身保険の場合だと

•解約返戻金：７０×１０年間
×●％＝●（退職金原資）

•１２０％ → ８４０

•１３０％ → ９１０

•１４０％ → ９８０

•１５０％ → １，０５０
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経営者保証の保全

87

相続税の軽減 配偶者 適用の可否

生命保険金の非課税金額

相続人 ○

相続放棄 ×

配偶者の税額軽減
（１．６億円、法定相続分）

相続人 ○

相続放棄 ○

☑配偶者は１億６，０００万円の死亡保険金をもらっても、相続税０円
☑相続を放棄しても、しなくても → 夫（社長）の保証債務との関係。

• 経理処理例を時系列に並べた用紙（Ａ３サイ
ズ、３枚）は下記からダウンロードできます。

• http://www.nobasu.info/20200731/
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経理処理例を時系列に並べると


